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（３）若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる  
(ウ）子ども・子育て支援の充実  

【施策の概要】 

子育て支援が、質・量両面にわたって十分ではなく、これまでの少子化対策に

とらわれることのない取組が求められている。このことを踏まえ、2015 年４月施

行予定の子ども・子育て支援新制度において、内閣府に設置される子ども・子育

て本部を中心として政策立案・総合調整を行う一元的な支援体制の構築が図られ

るが、財源を確保しつつその円滑な実施を図ることが不可欠である。同時に、祖

父母・両親の資産の早期移転を促し、子・孫の結婚・妊娠・出産・子育てを支援

するため税制上の措置を活用するなど、世代を超えて子育て世代をサポートして

いく仕組みの構築や、子育てや教育に要する費用負担の軽減も重要である。さら

に、子どもの小学校就学後に仕事を辞めざるを得ない「小１の壁」を打破するた

め、「放課後子ども総合プラン」を着実に実施し、一体型を中心とした「放課後児

童クラブ」と「放課後子供教室」の計画的な整備等を推進する必要がある。 

また、社会全体で多子世帯を支援する仕組みの構築や、「三世代同居・近居」の

希望の実現に対する支援等に取り組む必要がある。 

こうした観点から、国が 2020 年までに達成すべき重要業績評価指標(KPI)を以

下のとおり設定する。 

■2017 年度末までに待機児童の解消を目指す（待機児童数 2014 年４月 21,371

人） 

■「放課後児童クラブ」と「放課後子供教室」について、全ての小学校区（約

２万か所）で一体的に又は連携して実施する。うち１万か所以上を一体型とす

ることを目指す 

■三世代同居・近居の希望に対する実現比率を向上する 

■理想の子ども数を持てない理由として「子育てや教育にお金がかかりすぎる

から」を挙げる人の割合を低下させる（2010 年 60.4%） 

 

【主な施策】 

◎ (3)-(ウ)-① 子ども・子育て支援の充実（「子ども・子育て支援新制度」の

円滑かつ持続的な実施、事業主負担を含め社会全体で費用を

負担する仕組みの構築、幼児教育の無償化に向けた取組を財

源を確保しながら段階的に実施するなど教育費負担の軽減、

社会全体で多子世帯を支援する仕組みの構築や「三世代同

居・近居」の支援） 

１夫婦当たりの理想の子ども数は 2.42 人であるのに対し、平均出生子ども

数は 1.96 人にとどまっている。理想の子ども数を持てない理由として、子育

てや教育に要する費用負担、特に学校教育費を挙げる人の割合が高い状況に

ある。また、親と同居・近居している夫婦の方が、親と遠く離れて居住して
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いる夫婦よりも、出生する子どもが多い傾向がある。こうした中で、子育て

支援に係る負担軽減をはじめとして、量的拡充と質的改善を進めていくこと

が課題である。 

そのため、子ども・子育て支援新制度において、子育て支援に関する施設・

事業に対して共通の財政支援の仕組みを導入することを進めるとともに、内

閣府に子ども・子育て本部を設置して従来の縦割りを排除する。また、財源

を確保しながら幼児教育の無償化に向けた取組を段階的に実施していくなど、

教育費の負担軽減を図る。加えて、社会全体で多子世帯を支援する仕組みの

構築や、「三世代同居・近居」の支援を進めていく。こうした取組により、2017

年度末までに待機児童を解消（2014 年 4 月 21,371 人）し、2020 年までに「三

世代同居・近居」の希望に対する実現比率を向上させ、理想の子ども数を持

てない理由として「子育てや教育にお金がかかりすぎるから」を挙げる人の

割合を低下させる。 
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◎「まちの創生」の政策パッケージ 

＜「しごと」と「ひと」の好循環を支える、「まち」の活性化＞ 
 

「しごと」と「ひと」の好循環を支えるためには、「まち」に活力を取り戻し、

人々が安心して暮らす社会環境をつくり出すことが必要である。こうした「まち

の創生」を目指し、国が地方公共団体においてそれぞれの実情に応じた戦略を策

定・推進することを支援する「政策パッケージ」は、以下のものである。 

 

（４）時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、地域

と地域を連携する  

  

(ア)中山間地域等における「小さな拠点」（多世代交流・多機能型）の形成  

【施策の概要】 

中山間地域等では、人口減少に伴い、住民の生活に必要な生活サービス機能（医

療・介護、福祉、教育、買物、公共交通、物流、燃料供給等）の提供に支障が生

じてきているが、サービス提供体制については、例えば福祉の分野では、高齢者

福祉、障害者福祉、児童福祉など各制度に基づきサービスが縦割りで提供されて

おり、効果的・効率的なサービス提供体制を構築する必要があるほか、地域交流・

地域支え合いの拠点としての機能を強化する必要がある。そのため、基幹となる

集落に、機能・サービスを集約化し、周辺集落とのネットワークを持つ「小さな

拠点」（多世代交流・多機能型）において、各種の生活支援サービスを維持する

ことなどにより、心豊かな地域コミュニティの形成を図る必要がある。 

なお、国が 2020 年までに達成すべき具体的な重要業績評価指標（KPI）は、「小

さな拠点」（多世代交流・多機能型）の形成数とするが、具体的な数値は、各地方

公共団体が策定する「地方版総合戦略」を踏まえ設定する。 

 

【主な施策】 

◎ (4)-(ア)-① 「小さな拠点」（多世代交流・多機能型拠点）の形成 

中山間地域等において、生活・福祉サービスを一定のエリア内に集め、周

辺集落と交通ネットワーク等で結ぶ「小さな拠点」（多世代交流・多機能型）

を形成し、持続可能な地域づくりを推進する。 

そのため、市町村において、土地利用計画の要素とサービスを維持するた

めの体制づくりの内容を持つ「小さな拠点」（多世代交流・多機能型）整備の

構想を策定し、この構想に基づき、基幹集落への各種機能・サービスの集約

や周辺集落との交通ネットワークの確保等「小さな拠点」（多世代交流・多機

能型）の形成を推進していく。同時に、事業主体が活動しやすいよう、重複
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の排除を進めつつ、補助制度や規制の必要な見直しを図るとともに、窓口の

一元化を推進する。金融機関においては、必要に応じ経営支援等を実施する。

また、文化・芸術、スポーツ、生涯学習活動などにより、地域コミュニティ

の活性化を図る。医療・教育・雇用・行政・農業等の幅広い分野で ICT の利

活用を推進するとともに、地域の通信・放送環境の整備を推進する。今後、

「小さな拠点」（多世代交流・多機能型）に関する仕組みの検討や市町村にお

ける拠点整備の構想の策定を進めつつ、「小さな拠点」（多世代交流・多機能

型）のモデルづくりを実施し、おおむね５年後までに市町村における「小さ

な拠点」（多世代交流・多機能型）の本格的な形成・運営を進めていく。 

 

(キ）ふるさとづくりの推進  

【施策の概要】 

人口減少や超高齢化が進行する中で、全国で多くの「ふるさと」が、その存在そ

のものの危機に瀕しつつある。そこで、「ふるさと」の価値を再認識し、「ふるさと」

を愛することの大切さを伝え、生まれた人は「ふるさと」にとどまり、都会に出た

人は「ふるさと」に帰るきっかけとする。また、都会に生まれた人については、そ

こが新しい「ふるさと」となるよう、その場所に対する愛着、帰属意識を高める「ふ

るさとづくり」の取組を進めていく。こうした取組は、地域に住む住民が主体とな

った地方創生の推進に大きく寄与するものである。 

こうした観点から、国が 2020 年までに達成すべき重要業績評価指標（KPI）を以

下のとおり設定する。 

■ふるさとづくり推進組織の数を１万団体に増加（2013 年度 3,291 団体） 

 

【主な施策】 

◎ (4)-(キ)-① 「ふるさと」に対する誇りを高める施策の推進 

ふるさとづくりの成功事例や地域における人材の育成方法、国の支援メ

ニューなどを情報提供すること等により、ふるさとづくりを推進する組織

やふるさとづくり活動の地域における核となる人材の育成を推進するとと

もに、それぞれの「ふるさと」の誇りの源泉となる固有の自然や歴史、文

化等について、今一度、体系的に深く掘り下げ、再発見する活動を「ふる

さと学」として整理し、地方公共団体や NPO 等に情報提供しながら、小・

中・高等学校における教育、公民館、図書館等における社会教育など様々

な機会において学ぶ活動を推進する。 

 

 

 


